
 古賀市告示第２７号 

 

 ＪＲ古賀駅周辺官民連携ウォーカブル社会実験補助金交付要綱を次のよ

うに定める。  

 

   令和７年３月２５日  

            古賀市長  田 辺  一 城  

 

   ＪＲ古賀駅周辺官民連携ウォーカブル社会実験補助金交付要綱  

 

（趣旨）  

第１条  この要綱は、古賀駅周辺のウォーカブルな空間整備を段階的に検証

しながら推進するため、ＪＲ古賀駅周辺官民連携ウォーカブル社会実験補

助金 （以下「補助金」という。）を交付することについて、古賀市補助金

交付規則（平成３１年規則第８号。以下「規則」という。）に定めるもの

のほか、必要な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。  

⑴ 中小企業者 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第

１項に規定する中小企業者をいう。  

⑵  小規模事業者  中小企業基本法第２条第５項に規定する小規模企業

者をいう。  

⑶ 一般社団法人  一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成１

８年法律第４８号）の規定により設立された一般社団法人をいう。  



⑷  一般財団法人  一般社団法人及び一般財団法人に関する法律の規定

により設立された一般財団法人をいう。  

⑸  公益社団法人  公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法

律（平成１８年法律第４９号）第２条第１項に規定する公益社団法人を

いう。  

⑹  公益財団法人  公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法

律第２条第２項に規定する公益財団法人をいう。  

⑺ 古賀駅周辺エリア  別図に定める区域をいう。  

（補助対象者）  

第３条  補助金の交付対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次

の各号のいずれにも該当するものとする。  

⑴  県内に事業所を設置する中小企業者、小規模事業者、一般社団法人、

一般財団法人、公益社団法人又は公益財団法人であること。  

⑵ 市税（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第５条第２項第１号か

ら第４号までに規定する普通税、同条第６項第１号に規定する目的税並

びにこれらに係る延滞金及び督促手数料をいう。）の滞納がない者  

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者又は該当す

る見込みのある者は、補助金の交付対象としない。  

⑴ 宗教的活動又は政治的活動を目的とする事業を営む者  

⑵ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律

第１２２号）第２条に該当する営業を営む者  

⑶ 日本標準産業分類（平成２５年総務省告示第４０５号）大分類Ａに分

類される農業若しくは林業又は大分類Ｂに分類される漁業を営む者  

⑷ 会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第３号の２の子会社等に該

当する者  



⑸ 中小小売商業振興法（昭和４８年法律第１０１号）第１１条第１項に

規定する特定連鎖化事業その他これに類する事業を営む者  

⑹ 公序良俗に反する事業を営む者  

⑺ 各種法令の許可等が必要な業種で、当該許可等を取得していない者  

⑻ 同一の事業について、国（独立行政法人を含む。）、県等の公的機関か

ら補助金等の交付を受けている、又は受ける予定がある者  

⑼ その他市長が適当でないと認める者  

（補助対象事業）  

第４条  補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、

古賀駅周辺エリアにおいて、回遊性や滞留性を高め、ウォーカブルな空間

形成を推進していくための実証的な事業とする。  

（補助対象経費）  

第５条  補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、

補助対象事業に限り使用する経費のうち、別表に掲げる経費とする。  

（補助金等の額）  

第６条  補助金額は、補助対象経費に１０分の１０を乗じて得た額（その額

に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）とし、予

算の範囲内において市長が定める。ただし、上限額は、８０万円とし、補

助対象者が古賀駅周辺エリアにおいて既に継続して実施している事業の

場合は、５０万円とする。  

（交付申請）  

第７条  補助金の交付を受けようとする補助対象者（以下「申請者」という。）

は、ＪＲ古賀駅周辺官民連携ウォーカブル社会実験補助金交付申請書（様

式第１号）に市長が必要と認める書類を添えて、市長に提出しなければな

らない。  



（実績報告）  

第８条  補助対象者は、補助事業が完了したとき、ＪＲ古賀駅周辺官民連携

ウォーカブル社会実験補助金実績報告書（様式第２号）に市長が必要と認

める書類を添えて、市長に報告しなければならない。  

（関係書類の保管）   

第９条  補助対象者は、補助金に係る経理についての収支の事実を明確にし

た帳簿等を整理し、かつ、補助事業の完了の日の属する会計年度の翌年度

から起算して３年間これを保管しなければならない。  

（財産の処分の制限）  

第１０条 規則第２２条ただし書の市長が定める期間は、補助事業により財

産を取得した後３年間とする。  

（補則）  

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。  

 

附 則  

 （施行期日）  

１ この告示は、公布の日から施行する。  

 （効力）  

２ この告示は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。なお、終期到

来後の継続については、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来まで

に判断するものとする。  

３ この告示の失効前にした行為については、前項の規定にかかわらず、同

項に規定する日後も、なおその効力を有する。  

 

 



別表（第５条関係）  

科目  内容  

報償費  外部専門家等に対する謝礼金や事業協力等に対する謝

礼として支払われる経費  

（所得税法（昭和４０年法律第３３号）に基づき支払の

際に必要に応じて源泉徴収を行い、かつ、源泉徴収票を

発行した場合に限る。）  

原材料費  事業の実施に必要な加工用資材の購入に係る経費  

備品購入費  事業を行うために必要な物品（ただし、１年以上継続し

て使用できるもの）の購入に係る経費  

使用料及び賃借料  施設使用料、機器借上料  

印刷製本費  事業で使用するパンフレット・リーフレット、事業成果

報告書等の印刷製本に係る経費  

役務費  通信運搬費、保険料等  

委託料  補助対象者が直接実施することができないもの又は適

当でないものについて、他の事業者に行わせるために

必要な経費  

 


